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１．序
　近年EPA制度に基づいて来日する外国人看護師・介護士候補生（以下、候補生）が増加している。
日本社会において少子高齢化が進み、看護・介護分野での人手不足が深刻となる中、この分野への
EPAによる外国人労働者の参入が社会的関心を集めている。異文化滞在者である候補生の異文化適
在日外国人看護師・介護士候補生の
異文化適応問題の背景に関する研究ノート
－EPA制度とその運用－
The research note about the background of the cultural adaptation problems of 
foreign nurses and care worker candidates in Japan 
－From the view of EPA systems and its circumstances－
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応問題が予測されるが、これまでの候補生に関する報告には、国家試験対策、日本語学習、施設側の
現状、患者・利用者の反応が多い。
　異文化適応が段階的に進めば、候補生が周囲と良好な対人関係を成立させ、職務遂行に必要な文化
知識と適切なスキルの習得が可能となる。そして候補生の職場環境への適応と職業的成長へつながる。
それら異文化適応のプロセスと促進要因の解明へ向けて、候補生の異文化適応研究が求められる。ま
ずは候補生を取り巻くEPAの制度的枠組みと、その制度に起因する困難を把握するため、本稿にお
いてEPA制度と運用を整理していく。 
２．EPA制度のしくみ
１）EPA制度の概略
　インドネシア・フィリピンとの経済連携協定（Economic Partnership Agreement: EPA）に基づき、
インドネシアは2008年度、フィリピンは2009年度から日本への外国人看護師・介護士候補生の看護・
介護分野への導入が始まった。来日する候補生の在留資格は二国間の協定に基づく「特定活動」であ
る。候補生は来日後に、６カ月間の日本語集団研修を受ける。その後、看護師候補生は主に病院、介
護士候補生は介護老人福祉施設・介護老人保健施設・介護療養型医療施設・障害者支援施設・福祉ホー
ムなどの介護施設の就労先へ赴任が決定する。日本語レベル向上のため、202年度からの来日候補生
に対しては、インドネシアは母国で６カ月（合計2カ月）、フィリピンは３カ月（合計9カ月）の来
日前日本語研修が導入されている。これにより就労開始時の、候補生の日本語レベルの向上を目指し
ている（国際厚生事業団、20）。
　看護師候補生は資格取得前に３年、介護士候補生は４年の在留期間が許可されている。看護師候補
生は合計３回、介護士候補生には１回の国家試験受験の機会が設けられている。資格取得後は在留期
間上限３年、更新回数の制限はなく、実質の永住が可能となる（厚生労働省、202a；202b）。国家
試験に不合格の場合は帰国を余儀なくされるが、200年までに実施された国家試験合格者の少なさか
ら、20年１月からはある一定の条件を満たした候補生が１年間の延長ができるよう配慮が始まって
いる（厚生労働省、20a）。
　EPAで来日する看護師候補生は母国の看護師資格者であり、インドネシア人は２年間、フィリピ
ン人では３年間の看護師実務経験を持つ。介護士候補生は、大学又は高等教育機関の修了者（インド
ネシア）、介護士研修の修了者（フィリピン）、看護学校の修了者、又は大学の看護学部修了者であり
（塚田、200）、看護師・介護士候補生共に優秀な人材が来日している（図１）。しかし、看護師候補
生が母国での看護師経験が豊かであっても、日本の国家資格はないために看護補助業務に従事し、医
療行為に携わることはできない。一方で、母国での看護師実務経験が足りず介護士候補生を選択した
者もおり（高木、20）、候補生の「資格の下方移動」問題が指摘されている（朝倉ら、2009）。中に
は、就労先での仕事内容や勤務条件が配属先によって異なることへの不平不満を抱く候補生も存在す
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る（北村、20）。
　候補生の受入れを希望する施設は、国内唯一の斡旋機関の国際厚生事業団JICWELSを通してイン
ドネシア・フィリピンとのマッチングを行い、雇用契約の締結後に受け入れに至る。受け入れ施設は
２名以上の受入れが原則となっている（塚田、200）。マッチングの結果、受け入れ施設が必ずしも
希望した人材を獲得できるとは限らない（北村、20）。
　受け入れ施設には、就労研修、国家試験への準備対策、日本語習得支援対策の全てを担う責任があ
る（北村、20；高木、20）。さらに、研修責任者の配置、３年以上の実務経験のある研修支援者、
日本語の継続的な学習、職場への適応促進、及び日本の生活習慣修得の機会を設けることなどが義務
付けられており、受け入れに伴う施設の負担は重い（朝倉、2009）。例えば候補生１名への負担額は
就業前研修だけで00万を超え、就労後も約30万から50万円の経費が必要となる。仮に国家試験不合
格で帰国を余儀なくされた場合においても、その帰国費用は施設負担となる（塚田、200）。
図１　看護師・介護士候補生の資格取得までの流れ
注：厚生労働省（202a,b,c,d）より、著者が作成
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２）候補生受入れの意図
　日本では高齢化に伴い、病院・介護現場の人材不足が懸念されている。病院の離職原因には、夜勤
などの過酷な勤務体制、人の生命に関わることへの精神的・身体的負担などが挙げられている。「第
七次看護職員需給見通し」（厚生労働省、200a）では、不足する看護師が20年の40万４千人から、
205年には50万１千人へ増加すると予測されている。一方で介護現場においても、入浴介助、排泄
介助、移乗、移動などの身体的負担、夜勤、低賃金などが原因で離職率が高く、人手不足が深刻となっ
ている。厚生労働省の推計によれば、現在の40万人の介護職員は、2025年までに90万人以上が必要
と報告されている（読売新聞、202）。平成6年からの0年間で、約40万人から60万人程度の職員の
確保が必要と報告される。
　そのため世間では、候補生の来日が労働者不足の解消のためであると認識される傾向にあり、要介
護者の増加と介護労働者の人手不足の現実とを切り離して考えることは難しい（塚田、200）。しか
し今回の候補生の導入は、看護・介護分野の人手不足解消が主な目的ではなく、EPA政策中の人の
移動に伴う、インドネシア・フィリピンからの要望として始まっている（河原、200）。実際に来日
している介護士候補生数を概観した場合、候補生は日本全体の介護士数の0.082％であり、対して看
護師候補生は0.052％となっている。看護師・介護士の不足を目的として外国人労働者の受け入れを
進めた他の先進国と比較すると、日本の候補生の受け入れ規模は極端に小さい（松本ら、20）。
　このような世間の認識に対して日本看護協会（2008）は、外国人看護師受け入れは看護師不足を補
う対策でないとの見解を発表している。しかし一方で、受け入れが進むのであれば、外国人看護師へ
の受入れ体制の早急な整備を求めることが、共に働く日本人看護師へのメリットであると述べる。そ
して看護には、「その国の人々の生活や文化を理解すること」が欠かせない職種であるとした上で、
候補生への看護ケアの維持、医療事故防止のための環境整備、言語を含めた異文化への対応を容易に
する支援の必要性を指摘している。また候補生が現場で働くには、「日本人と同じ国家資格の受験」、「安
全なケア提供の為の言語能力」、「日本人看護師と同等の雇用基準」、「看護師免許の相互承認はしない」
といった条件を主張している（岡谷、2005；小川、200）。
３）候補生の受入れ規模
　202年度までに来日したインドネシア人は、看護師候補生が392名、介護士候補生が500名の累計
892名である（図２）。フィリピン人は、看護師候補生が237名、介護士候補生が433名の累計670名が
来日している（図３）。各年度の累計比較では、インドネシア人看護師候補生の202年の来日人数は、
2008年の約３分の１に減少している。介護士候補生の200年の来日人数は、2008年の約半分と減少し
たが、202年には72名に増加している。フィリピン人看護師・介護士候補生の202年の来日人数も、
2008年と比較すると約３分の１まで減少している（厚生労働省、202c；202d）。フィリピン人介護
士候補生の受入れには、相手国の希望から就労コースと就学コースが存在していたが、就学コースは
200年に終了している（塚田、200）。これら来日人数の減少の要因には、受け入れ施設の人的・経
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済的負担の重さ、日本の国家試験の難解さが関連していると指摘されている（朝日新聞、200d）。厚
生労働省が200年度から学習費用などの補助支援を開始しているが、不十分であると不満を抱いてい
る受け入れ施設も多い（読売新聞、202）。
図２　インドネシア人候補生受け入れ人数の変動
注：厚生労働省（202c）より、著者が作成
図３　フィリピン人候補生の受け入れ人数の変動
注：厚生労働省（202d）より、著者が作成
４）国家試験をめぐる問題
　候補生の看護師国家試験受験は、202年度で４度目を迎えている。2009年度の初回は、2008年に来
日したインドネシア人候補生第一陣が受験したが、合格者は0名であった（朝日新聞、200a）。200
年度は３名（.2%）、20年度は6名（４%）が合格している（厚生労働省、20b）。202年度はイ
ンドネシア人とフィリピン人の計45名が受験し、47名が合格している。その中には、2008年度に来
日した後、１年間の延長を希望した27名が受験し、８名が合格している。また帰国後に再来日して受
験した４名がおり、１名が合格となった。202年度の看護師候補生全体の合格率は.3％であり、昨
年度に比べ大幅に上昇したものの、全体の合格率90.％と比較すれば合格率の低さが伺える（朝日新
聞、202e）。
　介護福祉士国家試験は202年度に初回を迎え、候補生95名が受験しインドネシア人35名とフィリピ
ン人１名が合格した。厚生労働省は、難解な漢字へのふり仮名の配慮などを行ったものの、候補生の
合格率37.9%であり、日本人合格率63.9%と比較すると、日本語の壁が高いことが明らかとなった（読
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売新聞、202）。
　このような合格者の少なさへの配慮として、200年８月に厚生労働省が看護師国家試験の見直し案
を発表した。見直し案の概要は、「難解な用語の平易な用語への置き換え」、「難解な漢字への対応」、「あ
いまいな表現の明確な表現への置き換え」、「かたい表現の柔らかい表現への置き換え」、「複合語の分
解」、「主語・述語・目的語の明示」であり、これらは200年度の第00回看護師国家試験から実践さ
れている（厚生労働省、200b）。
　これら国家試験の配慮に対して小川（200）は、難解な専門用語を分かりやすい用語に置き換える
ことは、医療従事者全体の課題であると述べる。しかし奥田（20）は、見直し案の全てが候補生に
効果的であるとは言い切れないと述べている。中には専門用語を平易な用語に置き換えることで、文
脈の意味の取り違え、文字数増加への対応に手間がとられるなど、マイナス面をも指摘している。そ
の上で、看護師国家試験に出題される専門性の高い語の割合が全体の約20％であり、国家試験の文章
はそれほど複雑でなく、現場での看護業務にはその程度の言語能力が求められると述べている。
　しかし現行のEPA制度の規定では、候補生が許可された滞在期間中に国家試験に合格しなければ
帰国を余儀なくされる。これまでに述べた受け入れ施設の負担の大きさを考慮すれば、候補生の国家
試験合格は施設全体の目標となり、合格後の候補生の施設貢献への期待が高まると予測できる。
　合格を願う受け入れ施設は、候補生へ配慮する国家試験学習時間と仕事時間の両立のジレンマを抱
える。仮に候補生の国家試験への学習が就労時間内に行われる場合、施設側は候補生に対して、就労
だけでなく学習する時間に対しても給料を支払うことになる。これは、同じ給料で働く日本人スタッ
フの不平不満に繋がる。その一方で、「現場の経験を積むためにも仕事が前提」の方針を掲げ、国家
試験への学習は自己学習として設け、８時間の就労を原則とする施設も存在している（朝日新聞、
200b）。
　実際、施設側の努力・配慮だけでは候補生が合格することは難しい。厚生労働省（202a；202b）
によれば、これまで６カ月の日本語研修を免除されたのは、インドネシア人892名中の７名、フィリ
ピン人では670名中の5名である。そして候補生の日本語レベルに関して小原・岩田（202）は、日
本語集団研修後であっても、「初級程度かややそれを上回る程度」と述べており、候補生の日本語レ
ベルの低さを指摘する。候補生の中には国家試験合格を半ば諦め、日本で高度な医療技術を習得し将
来のキャリアアップを目指す者（小川、2009）、日本での学習努力を無駄にせず、日本で家族と住め
るよう一生懸命努力する者（朝日新聞、2009）など、国家試験合格へのモティベーションは個人差が
大きい。
３．候補生の実態
１）候補生の来日動機と属性
　同じEPA受け入れ枠組みで来日していても、インドネシア人とフィリピン人ではその来日動機や
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属性に違いがみられる。候補生の来日動機を比較した安立ら（200）の報告では、インドネシア人・
フィリピン人候補生らの約60%以上が、自分のキャリアアップが来日目的であった。国別比較では、
インドネシア人が、「自分のキャリアアップ」、「経済的支援」を動機とする一方で、フィリピン人では、
「家族の支援」、「自分のキャリアアップ」が主たる来日動機として報告されていた。
　宗教に関しては、インドネシア人とフィリピン人は大きく２つに分類できる。9.7%のインドネシ
ア人はイスラム教であり、フィリピン人の84.7%はカトリック教を崇拝する。日本へ住んだ経験をも
つインドネシア人2.8%に対し、在住経験のあるフィリピン人は7.3%と多い。日本文化の多少の知識
をもつインドネシア人は64.6%であり、フィリピン人は7.7%であった。海外への出稼ぎ経験があるイ
ンドネシア人は0%であり、フィリピン人では24.%が経験していた。これら来日動機や属性の違いを、
候補生のサポート体制へ反映させることは重要である（安立ら、200）。
２）候補生の出身国における教育的背景
　これまでのインドネシア人国家試験合格者に関して奥島（20）は、「看護教育の差が激しいだけに、
試験勉強や研究に優れた者がどうしても有利になる。看護学力の標準化と、来日後の再教育の徹底が
不可欠」と述べている。その理由として、保健省の資格認定によって看護師資格と認められるインド
ネシア看護国家試験の未整備、さらに看護師法の未成立による看護学校の整備・授業の各学校での格
差を挙げている。またインドネシアの教育科目は、地域特有の熱帯性疾患や感染症治療などの学習が
多く、それらは主にインドネシア語で実施されている（奥島、20）。インドネシア人を受け入れた
施設は、合格率の低さへの影響要因は日本語能力だけではなく、インドネシアと日本の看護の違いに
注目している。そして候補生には、日本の医療・保健システムを踏まえた上での患者理解や、先進国
独自の疾病そのものの学習が求められると述べている（平野、2009）。
　一方でフィリピンの看護教育の主は英語であり、看護教育は大学４年制に統一されている。しかし
フィリピン人看護師候補生を対象にした英訳模試の結果では、母国での看護師経験、英語での教育を
受けていたにも関わらず、全体の40%弱のみが合格水準に達していた。正答率が低かったのは、日本
の社会福祉制度、疾患の基礎知識に関する問題であった。これらは、言語学習だけを実践していても
合格には繋がらず、むしろ母国での教育カリキュラムの分析、日本に適した教育プログラムの作成の
必要性を示している（朝日新聞、200c）。
３）候補生の感じる困難
　来日前の介護士候補生は、日本の病院での仕事内容、日本人とのコミュニケーション、国家試験へ
の合否に関して不安を感じていた（安立ら、200）。また厚生労働省（200d）の看護師候補生への
実態調査では、候補生の約86%が利用者やスタッフの会話を、「時々分からない」と困難に感じていた。
さらに候補生にとっては、「国家試験への学習」、「日本語の読み書き」、「日本語の聞き取り」、「患者
とのコミュニケーション」、「スタッフとのコミュニケーション」、「高齢患者への対応」が困難であっ
た。
86
947年におけるパレスチナ問題‐UNSCOPの活動を事例として‐　　佐藤寛和
　介護士候補生への実態調査（厚生労働省、200c）では、約67%の候補生が日本語専門家やボランティ
アの個人指導を受け学習していたにも関らず、候補生の約90%が利用者やスタッフの会話を、「時々
分からない」と困難に感じていた。
　上野（202）は、インドネシア人候補生への日本語習得に関する実態を明らかにし、候補生の混乱
するカテゴリーを、専門用語、待遇表現、方言、聞き取りなどに分類している。専門用語では、母国
語では理解していても、日本語での専門用語が分からないことが混乱を招く。しかし候補生が混乱す
る方言が、実際に方言であるかどうかを判断することはインドネシア人には難しい。その上でEPA
候補生特有の問題として、漢字学習への混乱と、日本人スタッフの指示の不十分な理解を挙げている。
日本人スタッフが早口で話すときもあり、候補生が「ゆっくり話して」と伝えるが、現場の忙しさな
どがあり、対応できない時もあると報告されている。
４．受け入れ側の実態
１）候補生受入れの動機
　主に特別養護老人ホームと介護老人保健施設を対象とした受入れ動機調査では、「職場の活性化」、
「国際貢献」としての受入れが全体の80%以上と多く、それに対して、「労働力不足の解消」は約50%
程度であった（小川ら、200；平野ら、200a）。厚生労働省（200c）の調査においても、「国際貢献」
や「交流」と回答した施設が約8％、次いで、「将来の外国人の受け入れへの試験的ケース」が約
90%と多い。一方で約49%の施設が、「人手不足の解消」のために受け入れており、施設側の候補生
に対する人材確保としての期待が伺える。
　現状では、「労働力として期待していない」とし、今後の高齢化で外国人労働者が介護を担う場合
への宗教や生活習慣理解への準備とする介護療養施設もある（朝日新聞、200b）。しかし病院・介
護施設の短期的な人材確保は容易であっても長期的には難しく、候補生の参入によって経営の安定と
専門職の確保を実現できるという声もある（北村、20）。
２）受け入れをめぐる施設の反応
　塚田（200）は、介護老人福祉施設・介護老人保健施設・介護療養型医療施設の受け入れ側の施設
長、介護職員の意識を調査し、施設長の採用意欲は、積極的又は他の選択肢がない場合を合わせ約
70%、職員の約80%は外国人との労働を肯定的に受け止めていたと報告する。一方で、施設長と職員
の受け入れ反対理由には、言葉の理解、コミュニケーションへの不安、文化差が挙げられていた。受
け入れに対する懸念は、仕事遂行のための日本語理解、利用者・家族・職員とのコミュニケーション
能力、習慣・価値観・宗教などの文化差、利用者からの外国人への偏見などの意見が多かった。
　患者・利用者では、高齢者よりも若年齢に受入れへの肯定的姿勢がみられている。これには、外国
人であっても看護師の本来の質には変わりがなく、患者・利用者との人間関係の成立は可能であり、
外国人看護師の日本語能力や十分な看護知識・技術の習得があればよい、という意見が挙げられた（宮
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下ら、2006）。しかし外国人受け入れに対して否定的姿勢の高齢者は、より文化や価値観の相違を懸
念する（宮野・丹野、2008）。
３）候補生を受け入れた施設の変化
　看護師・介護士候補生を受け入れた特別養護老人ホームと介護老人保健施設への実態調査（小川ら、
200）では、言語や文化の違いによるトラブルが懸念されていた。しかし就労開始後１年後は、患者・
利用者とのトラブル発生が介護施設は0%、病院では0.7%と低かった。その一方で30%の介護施設・
病院が、日本人スタッフとの人間関係調整の必要性を感じていた。さらに緊急時の判断や、習慣の違
いに対する不安を抱えていた。反対に、候補生を受け入れた病院・介護施設の感じる職場の肯定的変
化には、職場の活性化、日本人スタッフの異文化理解へのきっかけなどがある。さらに利用者が生き
生きした、といった候補生が日本の職場、患者・利用者へ与える印象について報告されている。
　また、一般病床と療養型病床を持つ病院、特別養護老人ホーム、介護老人保健施設の介護施設の受
入れ実態調査（平野ら、200b）では、介護施設よりも病院の方が、より患者とのトラブルが発生し
対処の必要があったと報告する。その理由としては、患者・家族の外国人看護師候補生に対する医療
処置などの期待があることが要因となっていた。また受け入れた病院・介護施設共に、候補生の性格
の明るさ、接遇態度の良さ、敬老精神を高く評価していた。
５．まとめ
　EPAで来日する候補生は、その多くが看護経験を持ち、豊かな看護知識を備えているにも関わらず、
国家試験に合格しない限り、日本で正規の看護師・介護士として働くことはできない。そして現行の
EPA制度においては、国家試験の受験回数、合格前の滞在期間が厳しく限定されており、国家試験
の合否が候補生の人生や施設側の期待へ影響を及ぼす。このような取り決めの中で、候補生・施設側
の最大の関心が、日本語習得と国家試験対策であることが、これまでの調査報告の整理から明らかと
なった。
　一方報告では、病院・介護施設、患者・利用者からの文化差や価値観の違いへの懸念があり、職場
では候補生と日本人スタッフ間の人間関係調整の必要性、約90%の候補生が日本語理解に困難を感じ
ていた。これは、看護・介護の対象が人間であり、単に日本語が上達すればできる仕事ではないこと、
またケアの対象が、候補生とは違う文化背景をもつ日本人であることから、日本人の生活習慣、文化
背景を理解した上で実践されるべき職業であることを意味している。
　仮に困難がもたらすマイナス面を予想すれば、文化差や価値観の違いは、候補生と病院・介護施設
職員、患者・利用者とのトラブルにつながる可能性がある。コミュニケーション不足による些細な情
報伝達ミスは、患者・利用者の生命の危険性を招き、候補生・職場スタッフのストレスともなりかね
ない。さらに、十分なコミュニケーションが成り立たなければ、患者・利用者のニーズに即した質の
高いケアを提供することができない。
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　このような職場トラブルは、日本人と候補生との間に存在する文化差への気づきや、候補生の日本
の生活習慣、文化理解、職業的スキル、対人スキルの習得により未然に防ぐことが可能となる。それ
らトラブルの解決へ効果的な候補生の文化学習やスキルの習得は、異文化適応の過程で進む。そして
適応が進むことにより、候補生が遭遇する社会的困難のみならず、精神的困難の軽減にも貢献し（Ward 
ら、200）、さらには候補生の職場適応へとつながる。そして適応の付加価値として、候補生の良好
な精神的・社会文化的適応は、候補生の心理的充実感や満足感に繋がり、ひいては、周囲の満足感を
創造するであろう。
　本稿ではEPA制度の実態と背景の概略をまとめ、制度に絡んだ候補生の異文化適応に関連した問
題を示した。候補生に関する研究報告はまだ数が少ないが、次稿では候補生の異文化適応に関係した
学術的展望を行う。そして他の適応研究で得られている知見を整理し、候補生へ活用できる適応プロ
セスや促進要因を見出すことで、EPA制度で来日した候補生の異文化適応への示唆を得ていく。
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